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市 町 財 政 要 覧 用 語 説 明 

 

 

○会 計 区 分 

 

 

 

 

 

 

 

【普 通 会 計】  地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なるため、財政比較のため

に統一的に用いられる統計上の会計区分。一般会計と公営事業会計

以外の特別会計により構成。 

 

【一 般 会 計 等】  地方公共団体財政健全化法上の会計区分。普通会計とほぼ同様の

範囲であるが「想定企業会計」（一般会計で経理している公営事業

の収支を、一般会計と分けて特別会計として経理するもの）を含む。 

 

【公営事業会計】   普通会計と同じく統計上の会計区分。公営企業会計のほか、収益

事業、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業、介護保険事業、農

業共済事業、交通災害共済事業および公立大学附属病院事業の会計

の総称。 

 

○収 支 

 

【形 式 収 支】  現金主義の建前に立つ、当該年度の収入と支出の単純な差額。 

実質的な収支を表すものではない。 

   

             歳入決算額 － 歳出決算額 

 

 

【実 質 収 支】  当該年度の歳入と歳出の実質的な差額。形式収支に発生主義的要

素を加味した、実質的な収入と支出の差額を示す。 

例として、年度内に終了しない工事の残った予算は、翌年度に使

用するため当該年度の歳入とはいえず、繰り越すべき財源となる。  

財政運営の良否を判断する重要な指標の一つ。 
 

              形式収支 － 翌年度に繰り越すべき財源 

 

           ※翌年度に繰り越すべき財源 

・継続費逓次繰越、繰越明許費繰越、事故繰越、事業繰越、支払繰延により

翌年度に繰り越すべき財源 

 

地
方
公
共
団
体

一般会計

特別会計

うち公営企業会計

普通会計
（一般会計等）

公営事業会計



 

【単 年 度 収 支】  その年度中に発生した黒字または赤字をいう。実質収支に含まれ

る前年度以前の収支の累積額（繰越金等）を除き、当該年度だけの

収支を把握するもの。黒字なら当該年度に新たな剰余が生じたこと

に、赤字なら過去の剰余金が減少したことになる。 
                       

                    当該年度の実質収支 － 前年度の実質収支 

 

 

【実質単年度収支】  単年度収支に含まれる形式的な黒字・赤字要素（基金積立額や基

金取崩額等）を除き、当該年度だけの実質的な収支を把握するもの。 

 

            単年度収支 ＋ 財政調整基金積立額 ＋ 地方債繰上償還額 

－ 財政調整基金取崩額 

 

 

○歳入科目等 

 
【一 般 財 源】   使途が特定されず、どのような経費にも使用できる財源。具体的

には、地方税、地方交付税、地方譲与税等。より多くの一般財源を

確保することで、自主的な施策を講じることが可能となる。 

 

【一 般 財 源 等】  一般財源に、電源立地地域対策交付金や石油貯蔵施設立地対策交付

金等の国庫支出金、使用料・手数料や繰入金等のほか、臨時財政対策

債等を含めたもの。 

 

【基準財政収入額】  普通交付税の算定に用いるもので、標準的に徴収が見込まれる税収

入を一定の方法によって算定した額。 

地方譲与税等一部を除き、収入見込額の75/100で算定。 

 

【基準財政需要額】  普通交付税の算定に用いるもので、標準的な行政を行った場合の財

政需要を算出した額。 

 

【標準財政規模】  地方税や普通交付税など通常経常的に収入されるであろう財源の規

模を示すもの。財政分析や財政指標算出のために用いられる。 

 

            標準税収入額等 ＋ 普通交付税額 ＋ 臨時財政対策債発行可能額 

 

※標準税収入額等 

・地方税法に定める法定普通税を、標準税率をもって、地方交付税法に定める 

 方法により算定した収入見込額と各種交付金の収入見込額の合計。 

 



 

○財政分析指標 

 
【実質収支比率】  標準財政規模に対する実質収支額の割合。 

 

実 質収支 額 

            標準財政規模 

 

 

【財 政 力 指 数】  財政力を示す指数で、指数が高いほど普通交付税算定上の留保財

源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。 

 

錯誤前の基準財政収入額 

錯誤前の基準財政需要額 

 

 

【経常収支比率】  財政構造の弾力性を表す指標で、比率が高いほど臨時の財政需要に

使用できる一般財源が少なく、財政構造の硬直化が進んでいることを

表す。 

 

                   経常経費充当一般財源等      

経常一般財源等収入額＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債 

 

    ※経常経費充当一般財源等 

・毎年度連続して固定的に支出される経費（経常経費：人件費、物件費、維

持補修費、扶助費、補助費、公債費等）に充当された、経常的に収入され

る一般財源等。 

     ※経常一般財源等収入額 

・毎年度連続して固定的に収入される財源のうち経常的に収入され、自由に

使用される収入。 

       

× １００ 

の値の当該年度を含む過去３か年平均 

× １００ 



 

○財政健全化法関係 

【健全化判断比率】  実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

の総称。監査委員の審査と議会報告・公表が、地方公共団体財政健全

化法により義務付けられている。 

いずれかが早期健全化基準以上であれば、「財政健全化計画」の策

定が義務付けられ、自主的な財政健全化が求められる。 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率のいずれかが早

期健全化基準を超え財政再生基準以上となれば、「財政再生計画」の

策定が義務付けられ、国等の関与による財政の再生が行われる。 

 

【実質赤字比率】    一般会計等の赤字の深刻度を表す指標。割合が大きいほど深刻度

が増す。 

 

一般会計等の実質赤字額 

標 準 財 政 規 模 
             

※実質赤字額：繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

※繰上充用額：当該年度の歳入が歳出に不足する場合に、翌年度の歳入を繰 

り上げて当該年度の歳入に充てる額 
 

 

【連結実質赤字比率】  公営事業会計も含めた地方公共団体全体としての赤字の深刻度を

表す指標。割合が大きいほど深刻度が増す。 

             

連 結 実 質 赤 字 額 

標 準 財 政 規 模 

 

【実質公債費比率】  実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表す

指標。指標が高くなると財政構造の弾力性を圧迫することになる。 

           

（地方債の元利償還金＋準元利償還金） 

－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

           標準財政規模 

－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

            

※準元利償還金 

イ：満期一括償還方式の地方債の１年当たり元金償還金相当額 

ロ：公営企業債の元利償還金に対する一般会計からの繰出金 

ハ：一部事務組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金・補助金 

ニ：債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの（ＰＦＩ事業に係る

委託料、国営事業負担金、利子補給など） 

ホ：一時借入金の利子 
 

× １００ 

× １００ 

× １００ 



 

【将来負担比率】  将来負担する可能性がある負債等の残高の程度を表す指標。一般会

計等だけでなく、公営企業や一部事務組合に対して将来負担する負債

も含めて算定される。 

 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額 

＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

                    標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む） 

－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

※将来負担額（イからヌまでの合計） 

    イ：一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

    ロ：債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの） 

    ハ：一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見

込額 

    ニ：当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担

等見込額 

    ホ：退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の

負担見込額 

    ヘ：地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設

立法人の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

    ト：当該団体が受益権を有する信託の負債額のうち、当該信託に係る信託財産の

状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

    チ：設立法人以外の者のために負担している債務の額および当該年度の前年に当

該年度の前年度内に償還すべきものとして当該団体の一般会計等から設立

法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外

の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

    リ：連結実質赤字額 

    ヌ：組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 
 

× １００ 



 

【資金不足比率】  公営企業の資金不足の深刻度を表す指標。割合が大きいほど深刻度

が増す。経営健全化基準以上であれば、「経営健全化計画」の策定が義務付け

られ、自主的な経営健全化が求められる。 

 

 

   ※資金の不足額 

    ・法適用企業  ：（流動負債＋赤字地方債現在高－流動資産） 

－解消可能資金不足額 

    ・法非適用企業：（繰上充用額＋支払繰延・事業繰越額＋赤字地方債現在高） 

－解消可能資金不足額 

   ※解消可能資金不足額 

・事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事 

情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額 

※事業の規模 

 ・法適用企業  ：営業収益－受託工事収益の額 

・法非適用企業：営業収益に相当する収入の額 

－受託工事収益に相当する収入の額 
             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金の不足額 

事業の規模 
× １００ 


